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	定刻前ですが、ただ今から平成25年度大阪府農業振興地域整備審議会を開催いたします。私、本日司会をさせていただきます、環境農林水産部の木島でございます。よろしくお願いします。
この審議会は大阪府情報公開条例に基づいて公開とさせていただいております。現時点で、一般傍聴、報道関係者の方につきましては、ご出席がございません。

委員の先生におかれましては、年度末のお忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。

それではまず、審議会の会議の開催に先立ちまして、お手元の資料の確認をさせていただきます。次第としまして１枚ものがございます。次に資料一覧がございます。資料１で配席図、資料２でホッチキス綴りの審議会の概要資料がございます。それから、最後に資料３で議案書第１号議案、第２号議案がホッチキス止めであります。よろしいでしょうか。

それでは早速ですが、本日の審議会の開会に当たりまして、大阪府環境農林水産部農政室長の北宅から一言、ご挨拶を申し上げます。

おはようございます。大阪府農政室長の北宅でございます。平成25年度大阪府農業地域振興整備審議会の開催にあたりましてご挨拶申し上げます。

委員の皆さまにおかれましては、年度末の非常にお忙しい中、ご出席を賜りまして誠にありがとうございます。また、日頃から大阪府農林行政のご理解、ご協力をいただきまして御礼申し上げます。

本審議会は農業振興地域の整備に係る重要事項についてご審議いただく場として、平成24年11月1日に附属機関として設置されたもので、今回が2回目の開催です。
大阪府では、平成20年度に都市農業・農空間条例を制定してから、はや5年が経過し、その後、大阪農政アクションプラン等を作成し、新たな施策の展開を進めているところです。今年度も第2の水ナス発掘事業や農と福祉の連携など、大阪農業の特長を活かした取組を進めています。
一方、この4月から、農地の中間管理機構制度が始まりますが、そのいわゆる農地バンク制度を活用し、より実効性のある農政を推進するための準備作業を進めているところです。

本日は議題を2つ予定しています。限られた時間の中ではございますが、皆さまの忌憚のないご意見を頂戴したいと存じますので、よろしくお願いします。簡単ではございますが、開会のご挨拶とします。よろしくお願いします。

続きまして、本日ご出席の委員の先生の方々のご紹介をします。

（出席委員紹介）
それでは、増田会長よろしくお願いします。

皆さんおはようございます。先ほども説明がありましたように、本審議会としては第２回目の開催ということです。よろしくお願いします。昨今、農業に対する期待は非常に高まっているという状況で、昨日も、ＴＰＰはまだ不透明な状況にあるという報道がありました。あるいは、今朝の新聞を見ていると、食料自給率が約40％で横ばいの状態であり、目標と掲げている50％が達成できるのかどうか、様々な論議がなされているとのことで、まだまだ先行き不透明な状況です。

大阪農業が元気になるような議論を進めていきたいと思いますので、よろしくお願いします。

それでは、早速議事に入りたいと思います。ご説明がありましたように、今日は二つの議案がございます。まず、最初に第１号議案、八尾農業振興地域整備計画の変更について、ご説明をお願いします。

第１号議案についてご説明申し上げます。お手元の資料3、「議案書」をご覧下さい。
「八尾農業振興地域整備計画の変更について」ということで、まず最初に、八尾市が今回、農業振興地域整備計画の変更を行う背景について簡単にご説明申し上げます。
平成21年12月に農振法が改正されたことに伴い、大阪府では、平成23年1月、「大阪府農業振興地域整備基本方針」を見直し、今後10年間における府内の農業振興地域における、府の取組方針を定めました。その内容は、国が掲げる優良農地の確保及び有効利用の方針に、大阪府の独自施策をプラスしたものとなっております。大阪版認定農業者制度の推進による担い手の育成・確保、農空間保全地域制度の推進による遊休農地対策、農作物の安全・安心確保による地産地消の拡大など、平成20年4月施行の「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」に沿ったものとなっています。
府基本方針については、議案書の3-1-5ページに参考として添付しております。
農振法第8条に定められているように、市町村が策定する農業振興地域整備計画については、その府基本方針に準拠する必要があるため、府内各市町村におかれては、順次見直し作業を進めていただいているところです。ちなみに、一昨年は3市町、昨年は9市町村が計画の変更を完了しています。
今年度変更を予定している八尾市は、平成9年に当初の整備計画を策定しております。資料3の3-1-1ページをご覧下さい。変更の計画概要を添付しております。
八尾市の農業振興地域は、市北東部の140haで指定しており、山林と農地が混在した地域です。85haの現況農地のうち、55haを農用地区域に指定しておりますが、今後10年間の目標としては、その55haを保全し、維持していくこととしています。その具体的な手法としましては、３点ほどございます。
まず1点目として、農道、用排水路等の整備による農作業の効率化。

２点目が大阪版認定農業者等優良な担い手への利用権集積による農業経営基盤の強化及び遊休化対策、つまり、担い手不足等により遊休化を余儀なくされた農地等については、耕作する意識が高く、かつ経営規模の拡大を希望している農業者に利用権を設定する等の取り組みを行っていくということです。市農林担当課や農業委員会が連携し、積極的に情報収集を行い、必要に応じて外部からの参入も促していく予定です。
３点目が都市近郊の立地を活かした交流型農業の推進などが盛り込まれています。
事務局としましては、府が策定した基本方針に沿った内容であると考えております。
以上で簡単ではございますが、第1号議案「八尾農業振興地域整備計画の変更について」の説明を終わらせていただきます。ご審議よろしくお願いいたします。
ありがとうございました。第１号議案の八尾農業振興地域の整備計画に関しましては、事前にも資料を配付していただいていますが、概要を説明していただいたと言うことでございます。いかがでしょうか。３点に集約してご報告をいただきましたけれども、ご質問やご意見ございますでしょうか。
農地の減少を食い止めるということについては、農業委員会にいろいろ聞いていますが、事前にＦＡＸで意見しているように、都会においては、狭い農地で農業をしても、これだけでは生活できないために、一旦外部で就職される人が多く、これらの人は、親が耕作している間は自分の居場所がないということもあり、結果として地元に戻ってこない。これは他事業に比べ農業所得が低いとか、担い手不足などの問題を、具体的にどうするかが課題であり、現在の農業制度を改めない限り、いくら農業委員会が耕作放棄地を見回っても止めようがないと思います。農業所得を増やそうとして、ブランド化等に取り組んでいる人もおられますが、生産するだけでなく、どのように付加価値を付けて消費者に売るかが問題であり、大多数の農業者は、そのようなノウハウに欠けているという実情があります。

私が和歌山県に本社があるスーパーに生産物を売込みに行った際、県の職員や議員が同じ目的で来ており、「大阪府の職員や議員は、このようなことをしてくれないのですか？」と言われました。

大阪府においても、「大阪産（もん）はこういうものですよ」といったことを、消費者やバイヤーに対し、生産者と一緒に説明するということぐらいやっていただければありがたいと思います。以上です。

ありがとうございます。２点に集約できると思います。
一つは農地の流動化と集約化を一体どうやって進めていくのかということ。もう一つは、所得確保のための販売戦略に対して、行政がどのようなフォローができるのかということ。この２点かなと思いますが、いかがでしょうか。
農地の流動化と言うことについて、まず考え方を申し上げます。私ども大阪府では、都市農業・農空間条例を作ることにより、遊休農地対策をきっちりとやっていこうと取り組んでいます。特に農地の貸し借りというところを重点的に進めており、ただ、貸し借りをすると言っても、借り手がいなければ成り立ちませんから、そこのところは都市農業参入サポート事業で推進しています。
それと、もう１点、来年度から始まる農地中間管理事業ということで、今の農地保有合理化法人である大阪府みどり公社を活用し、農地の中間保有をもっと進めて、要するにたくさん借りて、いつでも借りたい人が出てくれば貸せる、そういう土地を管理しておく、後はすぐに貸し出せるという、こういう仕組みをもっとしっかり作って行こうと考えています。
大阪府としては、地域に合った貸し借りについて今後、今以上に進めて参りたいと考えています。
ありがとうございます。

農地の流動化に関しての補足ですが、大阪府では多様な担い手を確保するため、農外からの農業参入を進めており、都市農業参入サポート事業実施の３年間で、農業参入企業が10数社、新規就農が20数名となっています。それから農業を基礎から始める準農家制度も進めており、現在まで50名ほどの新規参入がありました。そういう意味では、農地が農家だけではなく、いろんな方に活用していただくという面での効果も上がっていますし、今後も進めていくこととしています。

それから、もう一点、販売戦略のフォローをもっと府にしてほしいとのことですが、大阪府では、消費者が生産者の近くにいるという都市近郊の特長を活かし、地産地消を進めています。

そのひとつとして、大阪産（もん）ブランドを浸透させていき、消費者の購買意欲を高めてもらおうという取組をしています。前回調査では、約６割の方が大阪産（もん）を知っているということでした。そして、先日、２月６日に東京でプロモーションを行いました。レストランで大阪産（もん）を使った料理を作っていただき、それを東京の料理人や料理ジャーナリストに試食していただくといった手法で、東京から情報発信し、それをまた大阪に帰ってこさせるという趣向で、結構反応がありました。八尾の若ゴボウなど、色々な大阪産（もん）に興味を持っていただきました。

それに先だって、昨年10月には大阪商工会議所と連携し、食の都大阪グランプリと言うことで大阪料理人の料理コンテストを実施し、大阪産（もん）を使った料理で美味しかった料理の表彰をしました。その料理が今週から１ヶ月の間、府内のレストランで食べることができるようになっています。このように、様々な機会を利用し、大阪産（もん）を売り込んでいるところです。これらは、まだ初期の段階ですので、これからそれらを強化し、まずは知ってもらって認知度を高めるところから始めたいと思っています。よろしくお願いします。
よろしいでしょうか。

大阪のケーキ屋さんが、東京で、大阪の卵を使ったケーキを作ったということもあったようですけど、大阪のように、わずかな量しか生産できないものを、わざわざ東京まで行って、東京から情報発信したら全国に伝わるという発想だと、経費もかなりかかるし、大阪産品だけで需要を賄えるものではない。それをわざわざ東京まで行って、なぜそのようなことをしなければならないのか、私はそのお金ももったいないなと思います。

消費者に話をもって行ったとしても、バイヤーに話をもって行ったとしても、需要量とこちらの生産量とをマッチングさせることは、本当に難しいです。大きなところへ話を持って行っても、供給が伴わないと販売ルートは成り立たない。その中で我々は生産をしているのですが、小さいことしか我々生産者は対応できませんし、その際、行政が同行してくれて、こういう物ですと説明してくれるようなサポートをお願いしたいと言うことです。以上です。

なぜ東京でのプロモーションを実施したのかを説明しますと、別に東京で売ろうと言う気はないんです。大阪にはすばらしい農畜産物があると東京で評価されたらやはり値段も上がりますし、生産者の励みにもなります。若い方や農外の方が農畜産業をやってみようということも出てきます。生産を底上げしたいということもありますので、できる限りこのような取組を進めていきたいと考えています。基本的に大阪産（もん）は大阪府内で消費していただきたい、地産地消を考えています。よろしくお願いします。
ありがとうございます。他はありませんか。森山委員どうぞ。
摂津市長の森山です。先ほどの説明の中でありましたが、大阪府の基本方針の見直しに伴い、各市町村農業振興地域整備計画を変更しなければならないということで、この審議会の場において、その重要な変更について諮るということですね。変更済みの市町村を教えて下さい。

いかがでしょうか。まず、農振地域を持っている市町村数がいくらで、変更がすでに終了した市町村がどこで、まだ変更前の市町村はどこかという内訳を教えていただければ。

お手元の資料にはございません。一昨年見直しをかけたのは、豊能町、河内長野市、茨木市の３市町です。昨年の見直しは９市町村ですが、堺市、和泉市、岸和田市、泉佐野市、千早赤阪村、富田林市、柏原市、能勢町、河南町です。大阪府内で農業振興地域を指定している市町村は、21ございまして、まだ見直しが済んでいない市町村が高槻市、貝塚市、熊取町、枚方市、田尻町、羽曳野市、太子町、（泉南市）です。

21市町村あって、今日の八尾市を含めて13市町村の変更が終わりますから、残り８市町ということですね。ありがとうございます。他にあるでしょうか。
その重要な変更について、この審議会にかけるということですね。八尾市から55ヘクタールの指定を受けたいと、というそういう審議ですね。
指定を受けたいというよりも、それを継続したいということですね。現在、85ヘクタールの農振地域があって、その内の55ヘクタールが農用地区域で、今回の計画で、今後もその農用地区域の農業利用を継続すると言うことを明確に打ち出したいと言うことです。

大事なことなので審議会にかけるということはそれで良いのですが、私以外は、それぞれ農業振興地域制度に詳しいプロ見たいな人達が集まっているのでしょうが、私はあまり八尾市のことはわからないので、例えば八尾はこういうところですと目で見てわかるようなもので示していただきたい。ただ資料だけを見せられて、重要な案件なので審議会にかけましたで終了してもいいんですよ。みなさんよく知っている方ですから。今までのやり方がこうであるということはよくわかっていますが、この審議の内容について後日質問されるかもしれません。わからないまま黙って帰ってきては、何をしていたのかわからない。
事前にお配りしています資料の議題１のとろに、八尾農業の現況という部分がありますが、できればそっけなく説明するのではなく、作付面積がどうなっているのか、どのような農業生産の傾向を持っているのか、そして今後このように考えているというような説明をいただければよりわかりやすいと言うことだと思います。

　次回以降、留意いただきたいと思います。
例えば大阪府都市計画審議会では、計画の見直し等の重要な案件については、資料と合わせて必ずプロジェクターを使い、わかりやすく説明をしてくれます。
非常に大事な話で、都市計画審議会等において、いかにしてアカウンタビリティを高めるかということに、大阪府政はずっと苦心してきたのですね。いかに説明責任を果たすか、これはいろんな審議会でもご苦労されています。とある市町村の都計審では、パワーポイントを使用し、若い職員が苦労して説明をされていました。このようにアカウンタビリティーを非常に高めてきているわけです。この審議会においても、ぜひそういうことをやっていただきたいと思います。私も会長として、その辺が手抜かりであったと思いますので、ご容赦お願いします。そういうところは非常に大事ですので、ご指摘のとおりだと思います。ありがとうございます。
ほか、いかがでしょうか。

すみません。森山委員のおっしゃるとおりです。今後はもう少しビジュアル化しまして、概要がすぐに分かるような仕掛けにさせていただきます。

他はいかがでしょうか。よろしいでしょうか。

そしたら質疑はもう終了したと思いますので、第１号議案につきまして、原案通り承認いただくということでよろしいでしょうか。

異議なし。
後は忌憚ないご意見ですけども、こういう意見があったということで確認をお願いします。

１点目は、今後の審議会の運営に際しては、アカンウタビリティーをぜひとも高めてほしいというご意見がありました。

２点目は、大阪府の農業施策への助言ということで、佐竹委員からいただいたご意見ですが、農地の流動化、集約化というものは、実効性をもって進行していただきたいという話です。

３点目は、農業所得の向上や、農業者の生産意欲を確保するために、府も販売戦略に対して、ある一定のご尽力をいただきたいということです。

以上の３つぐらいのご意見だと思うのですが、１号議案のところに意見を付けたらいいのか、あるいは後でご説明をいただく大阪府の２号議案に付けるのがよいのかどちらか分かりませんが、これは２号議案が終わってから再度、確認させていただこうかと思います。よろしいでしょうか。
場違いなことを言いまして申し訳ございません。

いやいや、大阪府のところに意見として付けた方がよいかもしれないのです。それは２号議案のご説明をいただいてからということにしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

それでは、第１号議案は原案承認ということで、いったん意見についてはお待ちいただくとします。

第２号議案についてご説明いただけるでしょうか。２号議案は大阪府農業振興地域の変更についてということでございます。よろしくお願いします。

第２号議案についてご説明申し上げます。
「大阪府農業振興地域の変更について」ということで、スクリーンで説明させていただきます。
大阪府では、農振法第６条に基づき、自然的、経済的、社会的諸条件を考慮して、一体として農業の振興を図ることが相当であると認められる地域において、農業振興地域を指定しています。
府内21市町村において、約32,600haの農業振興地域を指定していますが、地域環境等の変化、たとえば都市化等によって、今後、農業の振興を図ることが困難であると考えられる地域については、農業振興地域の指定解除を行っています。
特に、都市計画法による区域区分において、市街化調整区域であったものが、市街化区域に変更された箇所については、適宜、農業振興地域からの除外をすることが必要であり、農振法にもその旨が記されています。
今回お諮りする除外箇所のうち、１番から10番までについては、平成23年3月に、既に市街化区域に編入されている区域です。本来でしたら、速やかに除外を行うべきだったのですが、調査に予想以上の期間を要したことと、本審議会設置のための条例改正等の手続きのために、遅れての除外となってしまいました。何卒ご理解をお願い申し上げます。
まず１番、茨木市石河地区です。赤で囲った部分が除外する部分で、面積は0.6haとなっています。周辺地域と一体的な住宅開発を進めることとなったために、止むを得ず除外するものです。
次に２番、羽曳野市西浦地区です。除外する面積は0.01haとなっています。農業振興地域の境界部にあった水路の改修が行われ、一部分が市街化区域に編入されたため、その部分を除外するものです。
続きまして３番、富田林市錦織地区です。除外する面積は9.1haとなっています。周辺地域と一体的な住宅開発を進めることとなったために、止むを得ず除外するものです。
続きまして４番、河内長野市川上地区です。除外する面積は5.5haとなっています。隣接する学校法人の敷地であり、今後一体的な土地利用が想定されるため、農業振興地域から除外するものです。
続きまして５番、河南町河内地区です。除外する面積は5.3haとなっています。周辺地域と一体的な住宅開発を進めることとなったために、止むを得ず除外するものです。
続きまして６番、千早赤阪村森屋地区です。除外する面積は0.04haとなっています。農業振興地域の境界部の地番境界が、精査により是正されたことから、一部市街化区域に編入された部分を除外するものです。
続きまして７番、和泉市唐国町です。除外する面積は7.9haとなっています。周辺地域と一体的に流通業務用地として利用されることが確実であることから、止むを得ず除外するものです。
続きまして８番、泉佐野市日根野地区です。除外する面積は2.61haとなっています。周辺地域と一体的な住宅開発を進めることとなったために、止むを得ず除外するものです。
続きまして９番、泉佐野市市場東です。除外する面積は4.97haとなっています。周辺地域と一体的な住宅開発を進めることとなったために、止むを得ず除外するものです。
続きまして10番、泉南市新家地区です。除外する面積は2.9haとなっています。隣接する医療施設の敷地であり、今後一体的な土地利用が想定されるため、農業振興地域から除外するものです。
以上が、平成23年3月に市街化区域に編入されている区域で、今回農業振興地域の除外を行う部分です。
続きまして11番、岸和田市山直上地区です。除外する面積は46.76haとなっています。岸和田丘陵地区整備の事業区域のうち、区画整理事業等の都市的整備を行う部分の除外を行うものです。農業振興地域の除外部分については、市街化区域への編入をする予定です。周辺の農地については、ほ場整備や用排水施設整備等を実施し、有効に活用していく予定です。
なお、本日議案のご審議をいただいた後、少々お時間をいただき、岸和田丘陵地区の事業状況について報告させていただく予定にしております。
以上で第２号議案「大阪府農業振興地域の変更について」の説明を終わらせていただきます。
ご審議よろしくお願いいたします。
はい、ありがとうございます。農業振興地域の変更について審議ということです。いかがでしょうか。質問等ございますでしょうか。

異議なし。異議ございません。

現在異議なしというご発言をいただいております。第2号議案につきましては、原案通りご承認いただいたということとします。ありがとうございます。

あと、先ほど出た意見ですけども、直接今日の変更には関係ございませんが、大阪府農政に対し、このように取り組んで欲しいという意見ですので、そのように書かせていただいてよろしいでしょうか。第１号議案に付けるよりも、第２号議案に付けておく方が良いと思いますのでよろしくお願いいたします。

ありがとうございます。
これで議案は終了ですけれども、前年度、去年もご説明いただきました岸和田丘陵地区整備について、事務局の方から報告事項があるということですので、よろしくお願いします。
なお、第１号議案、第２号議案とも原案通り承認という形でご報告させていただきたいと思っております。

それでは岸和田丘陵地区について、ご説明お願いしたいと思います。

私、三嶋からご説明申し上げます。

農村整備事業岸和田丘陵地区でございますが、資料の一番後ろにＡ３の資料を付けさせていただいております。そちらをご覧下さい。

この事業につきましては昨年、この審議会の場をお借りし、着手に関しての事前評価をいただいて事業を進めています。まず、資料の右側に背景を書いていますけれども、平成22年に岸和田市が岸和田丘陵地区159ヘクタールを対象として、「岸和田丘陵地区まちづくり基本計画」を策定しています。

これは、国道170号線と岸和田中央線のネットワーク、それから都市近郊の立地を活かして、都市と調和した農空間の活用によって地域の活性化を図ることを目的としており、大きく農的な整備を行うエリアと、自然を残して保全活用していくエリア、それから都市的整備を進めていくエリアの３つに分けて土地利用を計画しているものです。この土地利用については、地権者のご意向を伺った上で、各エリアで権利者を集約化するために交換分合を行い、土地の集約を行った後に各エリアで計画的な整備を進めていくものです。

特に我々の事業につきましては、農整備エリアの34ヘクタールの整備を行っていくというものです。左側に図面を付けていますが、太く囲ってあるのがこの農整備エリアです。
右下に概要について書いていますが、事業手法としては、大阪府営土地改良事業で、地区面積は34ヘクタール、うち農地の面積21ヘクタールのほ場整備を行います。また、1.8キロメートルの集落道の整備を行うものです。

総事業費につきましては、11億8千万円、負担割合は国50％、府15％、岸和田市と受益者で35％のご負担をいただくということで、事業期間は平成25年度から31年度までを予定しています。
できあがった施設、道路や水路については、今後設立を予定している土地改良区に管理をしていただく予定です。

右側のまん中の、これまでの経過というところを見て下さい。農整備エリアについては、昨年2月28日にこの審議会の場で事前評価をしていただき、事業を実施しても良いというご意見をいただきました。その後、先ほど申し上げた交換分合計画を6月19日に認可し、土地の集約化を図りました。25年9月3日に府営土地改良事業の認定申請、それから土地改良区を設立するための設立認可申請が地元から上がって参りまして、10月28日に事業計画の決定、それから改良区設立の決定をうって、現在、年度内に法手続きを満了すべく作業を進めているところです。
現在は、次年度に実施する予定の都市整備エリアとの道路の取付けなどの設計と換地原案の作成に向けた関係機関との調整を行っており、併行して岸和田市が事業完了後の営農についての個別ヒアリング等を実施しています。

また、隣接している都市整備エリアについては、先ほどの説明にもありました通り、府と市の都市計画審議会を経て、今年度末に市街化区域に編入をし、4月に土地区画整理組合の設立認可申請を予定しています。

最後に今後の予定ですけれども、現在行っている法手続き等と併行して実施している予備設計を年度内に完了し、来年度には事業区域界の測量を行い、事業を進めていく上で一番大切なベースになる実施設計、それから換地計画原案の策定をしっかりと進めて参りまして平成27年度から整備工事を実施する予定になっています。

また、今後の土地利用についての地元の動きが別途ありますので、それについて一番下に少しご紹介させていただいています。
まず一つ目ですけども、事業実施によって、都市と自然が融合したまちづくりが行われているところですので、これをベースに新たな取り組みを進めていこうということで、つい最近岸和田市が「岸和田グリーンビレッジ構想」を策定しました。中身は、菜園付き住宅、木質ペレットストーブの導入、ライフスタイルに農と自然を取り組むスローライフ実現プロジェクトや、企業や実需者、生産者、流通等の関係者からなるコンソーシアムを設立して生鮮野菜の供給加工販売体制の構築を目指すフードマネー形成プロジェクトなど、多様なプロジェクトを検討しているところです。

また、整備を行った後の農地への新たな参入、それから規模拡大されたい方へのサポートなどを目指し、岸和田丘陵地区農業参入エントリー制度を設け、整備後の土地活用について、地域の方へ情報発信しているという状況です。
私からの説明は以上です。

ありがとうございます。昨年度ここで事業評価をし、事業を進めることを妥当と認めたということで、今日の説明はその後の状況です。80人余りの方の土地の交換分合をし、農地の集約化を図ったというのは、全国的に見てもあまりない事例で、今後も本当に期待されている事業だと思われるのですが、ご意見、ご質問等ありましたらよろしくお願いします。

私は今農業をしていますので、その立場で言いますが、進入路や水路が整備されていない農地では、誰も耕作をしたがりません。ほ場整備をすることによって、初めて新たな農業参入が進めていけると思います。岸和田市が考えている地産地消のように、河内長野市でもそういう形で進めていただいているわけですが、たくさん売れるところでたくさん生産するというやり方がベターじゃないかと思います。
また、大規模ではなく、1ヘクタールとか３反とか、そういう小さな規模であってもほ場整備を実施した上で、新規参入を進めていくべきであると思います。大阪府内の農振地域において、ほ場整備はほとんど実施済みなのでしょうか。その辺を少しお聞きしたいと思います。

大阪府内では、今までいろんな地域でほ場整備を実施してきています。しかし、国庫補助事業で実施するには、大きな面積が必要ですので、なかなか事業導入しづらいという背景があります。面的に全部とらまえると、農地所有者の全てが農業を続けていきたいわけではありません。やはり、他の土地利用をしたい方もモザイク状に入っていますので、なかなか事業導入できない面もあるのかと思っています。

一方、そういう地域であっても、農地をしっかり保全して、農業をがんばっていただかなければなりませんので、我々としては、面的整備が難しいところであっても、例えば農道やため池などの施設的なものを整備することにより、営農の基盤をしっかりと整えていくという方針で事業推進しています。
しかし、あくまでほ場整備を否定しているものではありせん。できるところがあれば、どんどん取り組んで行きたいとは思っていますので、よろしくお願いします。

一年前の審議会の際、この事業を完成するのに７年かかるということを聞きましたが、現在営農している方が７年後に何人残っているのかが問題であるということを、千早赤阪村の村長さんが言われました。本当にその通りだと思います。新規参入を積極的に推進し、土地の流動化を進めていかないと、大変なことになると思います。
少し話がかわりますが、最近は会社でのストレスが原因で病院にかかる人が多くいます。そういう方を対象に、農業を受け皿として新規参入を進めるのもいいのではないでしょうか。
いかがでしょうか。
今のご意見に関連してですが、私が住んでいる寝屋川市では、以前は貸し農園が盛んで、小さい農園で、定年退職された方とかがとても上手に野菜などを作っていました。それが本当に地産地消だと思うのです。それが最近になって、そういう畑がどんどん減ってきて、持ち主さんも亡くなり、ガレージにしちゃうんですよね。一旦ガレージにしてしまうと、農地に戻ることはほとんど無いということもよく聞きます。寝屋川市も、一時は人口も増えたんですが、最近は横ばい状態ですので、今ではガレージも空いているのですね。あれはもったいないと思います。ガレージになる前に、行政がまとめて買い上げるとかして、みなさんに貸して頂けたら良いと思います。近年、男性の方が結構お元気なんですね。総合センターとかに行きましたら、碁をしたり将棋したりとかそういうことばかりしているんですが、畑は健康的に非常にいいですし、できた新鮮なものを食べることによって心身とも健康になると思います。今の社会を見ましても、そういうことは大事なのかなと思います。

それと、今まで借りていた人がやめるときに、毛布やバケツなどいろんなものを置いたままにしていくので、処分に困っているという貸主の声を聞いたことがあります。それが原因で貸し農園をやめたという方もおられます。
貸し農園が、その後ガレージになっていくということですが、特に市街化区域内の農地の場合、固定資産税が宅地並で課せられているということで、また、相続税等も課せられると、どうしても農地として維持できない。貸し農園程度では固定資産税ぐらいしかでないかなというところです。

今は少子高齢化で、たくさん空き家が出てきて、宅地が余ってきている状況です。平成の初めに、多くの土地の値段が高騰し、農地を供出させるがために制定された法律ですので、結果として今の現状があるということです。このような状況にあって、市街化区域内の農地を保全しようと思えば、やはり税金を下げるべきです。それによって逆に宅地の値段が上がる、住宅の空き家の値段も上がる。それで農地は保全できる。大阪府から国に働きかけることによって、都市農業、農空間は守られていくと思います。農業者も一体となって、いろんな形でがんばっているところです。
一方で、農地が減っていくのはやはり残念なことです。一反の農地で米を作ったとしても、わずか12、3万円にしかなりません。その12、3万円から、機械代など必要な経費を抜きますと全くゼロです。生活保護は11、2万円もらえるのですからね。こんな形の中で農業をしろという話がおかしいと思うのです。根本的な所から改革しないと、日本の農業はもたないと思います。みなさん農業関係団体ということですので、やはりいろんな面で納得できるような農業、大阪は大阪らしい形で農業ができるような状態に持って行くことを、我々農業関係者だけではなく、府民が一体となって、大きな枠で農業を考えていただけたらなあと思います。これ以上話をしたら色んな話に拡がりますが、みなさん、だいたいのご意見はそういうところではないですか。
よろしいでしょうか。
問題の一つは、相続税納税猶予の問題で、自営農というのが原則になっていますから、市民農園などで人に貸すと相続税猶予から外れてしまう。要件緩和については、以前から各府県から国税に対して要望を出してきましたが、なかなか国はうんといわない状況です。

もう一点は、市街化区域内の中の農地をどう扱うか。これは、生産緑地法が制定されてからほぼ20数年経過し、当初の営農継続年数が30年間となっておりますので、そろそろその30年がやってくるということです。これについては、市街化区域内農地というのを宅地化農地、生産農地も含めてどう考えるべきか。これは国の方でも少し議論を始めておりますし、やはり府の内部でも少し議論をしていただいて何か考えていかないといけない大きな問題だと思っています。大阪府は確か全農地のうちの１／３くらいが市街地区域内にあります。これは全国でも、めずらしい都道府県ですよね。
相続税対策でアパート等を建てたものの、今は住宅が余って空き屋が出る、また家賃が下がる。相続税を支払うために土地や家が持っていかれるといった例が、かなり増えてきています。このデフレの中で、それが極端に進んで行っているということですので、もっとも犠牲になっているのは農業者であるという人もたくさんいます。一つそのあたりも含めて考えていきたいと思います。
ありがとうございます。
あと、もう一点、非常に大事なご指摘をして下さいました。私も気になっているのですが、この事業は完了が平成31年ですよね。実際耕作を再開できるのが32年からというと今から５年後ですか。
そうすると、交換分合をされて、主たる農業従事をされている方が、今現在で70歳代。65～74歳までの前期高齢の方は高齢の割に農作業はできるのですが、75歳以上の後期高齢になると、なかなか外での活動は大変になってくることを考えると、やはり21ヘクタールのほ場整備を実施する農地を、本当に集落でやる気のある若い人にどのように集約できるのか、今の段階で真剣に考えないといけないということが一点ですね。

もう一つは、それでもやりましょうという方に対し、多岐品種少量生産等、要するに道の駅との連携みたいな販売行為と一体化させたような経営戦略。さらに、もう一点、話の中で出ていました福祉農園とか医療農園とか、ちょっと違う農地の使い方ですよね。そこらあたりも模索されると良いのではないでしょうか。ある意味大学もそうですし、社会全体において、精神的な負荷を受けている方が増えてきていることは確かで、そういううまい使い方も考えると面白いのではないでしょうか。

特に、大阪農業の大きな問題というのは、農業にしろ、林業にしろ、水産業にしろ全部そうなんですが、ある一定の生産量の確保です。地産地消といいながら、たぶん大阪府内の全ての農水産物の自給率は、10パ－セントに届かないのではないでしょうか。880万府民が飢えないということが、非常に大きな背景にあるということです。そのあたりも認識して施策展開をしていただきたいというご意見かと思います。よろしいでしょうか。
飛行機で種をまくような外国と競争なんかできるわけがないんです。そこらのところを消費者に理解していただくことが必要です。そういう説明を行政の方にもお願いしたい。
よろしいでしょうか。議題の付帯意見というよりも、このような意見交換をさせていただいて、大阪府の農政全般、あるいは岸和田市で実施される事業に関して、こんな意見があったというのを議事録に残していただき、新たな農政に反映させていただきたいと思います。池上委員どうぞ。
先ほどからいろんなご意見が出ていますが、私は長年役所に勤めながら農業を続けてきました。１日でも長く農業を続け、農地を残したいと思っています。農地を残すことにより、防災上の対策にもなりますし、その重要性については、行政が住民目線に立って情報発信をするべきで、農業者に任せるべきものではありません。

27年に相続税制度が変わります。次回から課税対象がかなり下がりますから、これらの情報についても、即時に農業者や団体に情報発信していただく、それが農業の継承につながるわけです。

相続が発生してから持分でもめたりして、農地を売却してしまうことも多くあります。親がしっかりしている間に、農業後継者を誰にするかなど、必要なことを話し合っておくことが必要です。行政が相談窓口になるような施策が必要であると思います。
豊かな時代で、誰もが楽をしたいわけです。農業所得を上げる方が良いという意見がありましたが、農業所得を上げようと思えば、家族全員で営農したとして、やっと一人分の月給になるぐらいです。他の都道府県は違いますが、大阪の農業を維持し、しかも人並みに生活をしようと思ったら、やはり会社勤めをしたうえで営農をすることが現実的であると思います。農業者が一日でも長く農業ができるような施策を考えていただきたい。それを要望して終わります。

相続税の問題とか固定資産税の問題は、やはり都市農業の抱えている課題でして、都市農業独特の特異性ですから、その辺もご認識いただき施策を推進していただきたい。特に、相続税が今までよりかなり上限が下げられて、価格が変わってくることになりますので、そのあたりの情報を、行政がうまく農家の方々に伝達できるように考えてもらいたいということだと思います。

まさに土地政策イコール税制なんですけど、これがなかなかうまくいかない。京都のウナギの寝床がなぜ成立したかというと、当時は土地面積による税額ではなく、道路の間口の長さにより税額がかかったため、ああいう形態の町ができたように、土地政策と税制とは非常に大きく連動しています。そのあたりを意識していただき、実践していただきたいということです。ありがとうございます。
先日の大雪により、大阪府内でも農業に大きな被害が出てるような事を聞いております。国では激甚災の検討がなされているという話も聞きますが、大阪ではどのくらいの被害が出たのでしょうか。果樹園が大きな被害を受けたとか、ハウスが壊れたとか聞いていますが、現在の被害状況がわかれば教えて下さい。

２月14日、15日の豪雪により、大阪府内では、羽曳野市、太子町、北では交野市、高槻市の一部で、ブドウを中心に、約75件、面積で約14ヘクタールの被害があり、総被害額は約４億５千万円強となっています。
国もいち早く対策をとらなければならないということで、大臣も現場に行き、対策を講じることを表明しています。しかし、大阪の場合、国の対策だけでは補償額が十分ではないこともあるので、それをもっと引き上げてくれとか、苗木の補償条件緩和などについて、国へ要望に行くつもりです。大阪での被害については、国会議員にも情報提供をしており、昨日の国会の予算委員会とか災害対策委員会でも質問が出ており、大阪の被害状況も説明していただきました。以上です。

ありがとうございました。普段あまり降らないところに降りましたからね。
いかがでしょうか。だいたいよろしいでしょうか。年に一回重要な案件を審議するということが本審議会の大きな目的ですが、もう一つは、いろんな意味で大阪の農業政策について意見交換できる場だということですので、お気づきの点がれば、また次回にでもドンドンご発言いただいて、大阪府の農業政策が実効性のあるものとして展開していくのに少しでもアドバイスができたらと思いますので、よろしくお願いします。

それでは、本日の議事については、おかげさまで無事終了ということです。ありがとうございました。それでは事務局へお返しします。
長時間にわたるご審議ありがとうございました。なお、本日の審議会の内容につきましては、大阪府情報公開条例の規定に基づき、会議の公開に関する指針によりまして、府のホームページに後日掲載する予定にしております。
それでは閉会にあたりまして、農政室整備課長の長谷川からご挨拶申し上げます。

審議会の閉会に当たり、一言お礼申し上げます。各委員の皆様におかれましては、たいへん活発なご意見をいただきました。農業振興地域のことについては、農地の流動化や、販売戦略についてのご意見もいただきました。また、市街化区域の中の農地のことについては、税の問題や今後の課題について、期待を含めてのご意見をいただいたと考えております。本日のご審議いただいた内容を踏まえ、今後の施策につなげていきたいと考えておりますので、今後ともよろしくお願いいたします。各委員の先生方におかれましては、今後とも、活力ある大阪農業の推進のためご協力とご指導をいただきますようお願いを申し上げまして、甚だ簡単ではございますが、閉会のお礼とご挨拶とさせていただきます。本日はどうもありがとうございました。
最後に１点、事務局からご連絡申し上げます。お手元に配付資料とは別に出席確認票をお配りしております。今後の事務手続きに必要ですので、出席者氏名欄にお名前をご記入いただき、机の上に置いておいていただきますようお願いいたします。本日はどうもありがとうございました。
（11：25終了）
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